
レスポンシブル・ケア基本方針のガイダンス 

三井化学グループは、「地球環境との調和の中で、材料・物質の革新と創出を通して高品

質の製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献する。」との企業理念のもとに

事業活動を展開しています。 

また、三井化学グループの役員、社員一人ひとりの自覚ある行動の積み重ねがお客様や社

会からの信頼につながるものであり、ステークホルダーへの貢献を通じて社会と企業の持

続可能な発展の実現を目指すために、私たちは「誠実に行動」、「人と社会を大切に」、「夢の

あるものづくり」との行動指針に沿って行動します。 

レスポンシブル・ケアは、化学物質の取り扱いにおける安全、健康、環境の継続的改善を

基盤とした化学産業独自の活動として始まりました。この活動の理念は化学産業固有のも

のではなく、すべての産業に共通するものです。そこで三井化学グループでは、レスポンシ

ブル・ケアを、すべての取り扱い製品について、開発から製造、物流、使用、リサイクル、

最終消費を経て廃棄に至る全ライフサイクルにわたって、安全、健康、環境及び品質に関す

る対策を実行し継続的に改善を図る自主管理活動と位置付けています。 

上記の活動を取り組むにあたっては、自社従業員にとどまらず、製品ライフサイクルの各

ステージに関わる取引先、請負業者、物流等の協力会社といったビジネスパートナーに働き

かけます。 

そして、これらの企業理念と行動指針に従い、法令遵守はもとより安全、健康、環境及び

品質の継続的改善により地域と社会の期待と信頼に応え、社会の持続可能な発展に貢献す

ることが私たちの重要な務めと認識し、その遂行のために、ステークホルダーとの良好なコ

ミュニケーションを図り、事業活動を展開していきます。なお、この基本方針は、三井化学

グループの「保安の確保に関する理念、基本方針」に位置付けられています。 

 

 

 「安全はすべてに優先する」を私たち全員が心に刻み、無事故・無災害の実現を徹底し

て追求します。 

三井化学は、2012 年 4 月 22 日、爆発・火災事故を起こし、かけがえのない

仲間を失い、社会からの信頼を失ってしまいました。「このような事故を二度と

起こさない」との思いを実現するために、抜本的安全活動の徹底に取り組んで

います。しかしながら、安全文化の確立は一朝一夕にできるものではありませ

ん。安全活動を愚直に継続していくことで安全文化を醸成し、「最も安全に優れ

た企業グループ」となるよう、一歩一歩着実に取り組んでいきます。 

また、近年の地震や津波、台風など激甚化する自然災害、サイバー攻撃等多

様化するリスクへ対応できるよう、安全基盤を強化し、安全・安定な操業及び



社会からの信頼確保を目指します。 

 

 製品のライフサイクルにわたる人と環境へのリスクを評価し、人々の健康の確保と環

境負荷の低減を図ります。 

三井化学グループは、事業の計画段階から、開発、製造、物流、使用、リサ

イクル、最終消費を経て廃棄に至る製品の全ライフサイクルを考慮した化学物

質による人と環境へのリスクを評価し、各ステージにおける適切なリスク管理

のために評価結果に基づく安全性情報を提供して、人々の健康の確保と環境負

荷の低減を図ります。加えて、資源循環性向上のための製品設計、製品含有化

学物質の管理を推進し、サプライチェーンを通じた循環経済型ビジネスモデル

の構築に取り組みます。 

 

 技術・製品の開発等の事業活動を通じて人々の生活の質の向上と地球環境の保全に貢

献します。 

三井化学グループは、環境・社会の課題に対して貢献することで、「多様な価

値を生み出す包摂社会」、「環境と調和した循環型社会」、「健康・安心にくらせ

る快適社会」の実現を目指しています。そのために、人々の生活の質の向上と

地球環境の保全に貢献する技術・製品を積極的に開発し、社会に提供します。 

 

 お客様が満足する製品とサービスを提供し、お客様の信頼に応えます。 

三井化学グループは、お客様や社会のニーズを把握し、全てのプロセスにおいて必要と

される品質管理を行います。お客様に満足いただける品質の製品・ソリューションを提

供することで、お客様の信頼、さらには社会からの信頼に応えていきます。 

 

 従業員の心と身体の健康増進に積極的に取り組みます。 

「社員の健康は、社員とそのご家族の幸福につながり、会社の基盤となり、さらに

社会への貢献につながる」との理念のもと、三井化学グループで働くすべての人々

の健康増進に積極的に取り組みます。身体の健康だけではなく、心の健康も重要な

課題です。そのために、社員の自主的な健康確保の支援を図り、活気ある職場環境

の形成を促進します。 
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